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次の資料に基づいて、任意の会計ソフトを使用し、必要な入力を行い、決算書・総勘定元帳

を PDF にて送信してください。なお、個別注記事項について不要とする。 
また、任意会計ソフトの他は、電子卓上計算機及び筆記用具の使用を認める 

≪入力の方法≫ 
導入時の初期設定…必要な情報を次の資料により収集し、各会計ソフトの導入処理に関する機

能を使用して入力してください。なお、プリンタの環境設定等は必要あり

ません。 
 
開始残高の入力……当社は、平成 27 年 3 月 1 日から会計ソフトを導入している。よって、期

首（平成 26 年 4 月 1 日）における開始残高を各会計ソフトの導入時の金

額入力の機能を使用して入力してください。 
 
期中の仕訳入力……当社は、平成 27 年 3 月 1 日から会計ソフトを導入している。よって、平

成 26年 4月から平成 27年 2月までの発生仕訳についてはその合計をまと

めて入力し、平成 27 年 3 月中に発生した取引の仕訳については個別に入

力する。なお、全ての取引は以下の各資料により、この期間に行われた取

引を推定して仕訳を入力してください。 
 
≪資 料≫ 
【会社情報】 

会 社 名：東西商事 株式会社 
住 所：〒 102-0072 
      東京都千代田区飯田橋 1 丁目 2 番 34 号 
代表取締役： 決算 太郎 
業    種： 卸売業 
会 計 期 間：  第 30 期 自平成 26 年 4 月 1 日 至平成 27 年 3 月 31 日 

 
≪取引関係≫ 
【得意先】 

目黒物産㈱ 掛取引 月末締 翌月 20 日に手形回収（サイト 90 日） 
    王子物産㈱ 掛取引 月末締 翌月 25 日に振込入金 

駒込物産㈱ 掛取引 月末締 翌月末日に振込入金 
なお、振込時の手数料 756（税込）は、先方が負担となっている。 

【仕入先】 
 大崎商事㈱ 掛取引 月末締 翌月 10 日に手形振出し（サイト 90 日） 
    田町商事㈱ 掛取引 月末締 翌月 10 日に小切手振出し 
 
【取引銀行】 

市ヶ谷銀行 本店 に 当座預金と、普通預金口座を開設している。 
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≪補助科目の設定≫ 
売掛金勘定、買掛金勘定については、前記取引関係に記載されている取引先名を補助科目と

して登録して使用する。預り金については、源泉所得税、住民税、社会保険、雇用保険の各補

助科目を登録して使用する。その他取引において必要であれば随時補助科目として登録してか

まいません。 
≪その他≫ 
【消費税基本情報】 
本則課税（課税売上割合 95%以上であり、当課税期間における課税売上高は 5 億円以下のた

め、仕入税額控除については全額控除とする。）税抜き経理方式を採用しており、仕訳毎に本

体価格と消費税額を区分して仕訳を行ってください。また、月単位で作成する元帳や試算表決

算書などの書類は全て税抜処理を前提として作成、出力してください。消費税額については円

未満の端数が生じた場合には切捨てとなります。 
なお、当社の取引商品は全て課税商品であり、消費税率は 8%です。また、取引はすべて国内

取引であり、前期及び期中の消費税額は適正に処理されています。 
【計算上の注意】 
① 金額を算定するにあたり生ずる計算上の端数は、円未満切り捨てとします。 
② 特別な指示がない限り、取引は資料の通りに行われているものとします。 
③ 摘要の入力に関しては、省略せず可能な限り記入してください。 
④ 金融機関の休日等は考慮しないものとします。 
⑤ 回答において復興特別税（所得税及び法人税）は考慮しないでください。 
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【合計残高試算表】 自 平成 26 年 4 月 1 日 至 平成 27 年 2 月 28 日 
勘 定 科 目 期首残高 借方合計 貸方合計 残  高 
現 金 80,000 1,012,278 863,786 228,492 

当 座 預 金 4,177,257 44,557,804 30,388,271 18,346,790 

普 通 預 金 4,744,887 65,027,192 50,592,631 19,179,448 

受 取 手 形 7,079,027 35,691,186 35,686,728 7,083,485 

売 掛 金 6,167,488 99,610,697 99,281,700 6,496,485 

（ 目 黒 物 産 ㈱ ） 〔2,332,976〕 〔35,859,836〕 〔35,691,186〕 〔2,501,626〕 

（ 王 子 物 産 ㈱ ） 〔1,818,176〕 〔23,906,568〕 〔23,846,996〕 〔1,877,748〕 

（ 駒 込 物 産 ㈱ ） 〔2,016,336〕 〔39,844,292〕 〔39,743,517〕 〔2,117,111〕 

貸 倒 引 当 金 △132,466 0 0 △132,466 

仮 払 消 費 税 等 0 3,270,515 10,611 3,259,904 

前 払 費 用 19,145 0 19,145 0 

商 品 380,320 0 0 380,320 

仮 払 金 0 5,298,400 0 5,298,400 

貯 蔵 品 1,440 0 1,440 0 

建 物 26,001,280 0 0 26,001,280 

付 属 設 備 4,855,200 0 0 4,855,200 

器 具 備 品 1,049,094 547,200 0 1,596,294 

土 地 42,518,080 0 0 42,518,080 

ソ フ ト ウ ェ ア 0 319,360 0 319,360 

減 価 償 却 累 計 額 △14,449,063 0 0 △14,449,063 

支 払 手 形 3,008,878 16,108,894 17,642,408 4,542,392 

買 掛 金 2,017,840 29,756,319 30,763,998 3,025,519 

（ 大 崎 商 事 ㈱ ） 〔1,095,944〕 〔17,642,409〕 〔18,458,392〕 〔1,911,927〕 

（ 田 町 商 事 ㈱ ） 〔921,896〕 〔12,113,910〕 〔12,305,606〕 〔1,113,592〕 

一年以内返済長期借入金 691,200 633,600 0 57,600 

未 払 金 838,966 838,966 0 0 

預 り 金 130,803 2,498,854 2,493,285 125,234 

（ 源 泉 所 得 税 ） 〔70,131〕 〔623,768〕 〔615,196〕 〔61,560〕 

（ 住 民 税 ） 〔56,640〕 〔604,832〕 〔606,752〕 〔58,560〕 

（ 社 会 保 険 料 ） 〔0〕 〔1,224,387〕 〔1,224,387〕 〔0〕 

（ 雇 用 保 険 料 ） 〔4,032〕 〔45,867〕 〔46,950〕 〔5,115〕 

未 払 法 人 税 等 5,171,200 5,171,200 0 0 

未 払 消 費 税 等 2,916,500 2,916,500 0 0 

仮 受 消 費 税 等 0 0 7,378,569 7,378,569 

長 期 借 入 金 1,497,600 0 0 1,497,600 

資 本 金 32,000,000 0 0 32,000,000 
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資 本 準 備 金 16,000,000 0 0 16,000,000 

利 益 準 備 金 8,000,000 0 0 8,000,000 

繰 越 利 益 10,218,702 0 0 10,218,702 

売 上 高 0 0 92,232,128 92,232,128 

仕 入 高 0 28,485,184 0 28,485,184 

給 与 手 当 0 13,035,260 706,006 12,329,254 

法 定 福 利 費 0 1,533,641 0 1,533,641 

福 利 厚 生 費 0 367,520 0 367,520 

広 告 宣 伝 費 0 6,359,424 0 6,359,424 

水 道 光 熱 費 0 385,728 32,096 353,632 

消 耗 品 費 0 495,648 0 495,648 

修 繕 費 0 177,472 0 177,472 

賃 借 料 0 122,760 0 122,760 

租 税 公 課 0 81,152 0 81,152 

会 議 費 0 493,600 0 493,600 

交 際 費 0 690,112 0 690,112 

旅 費 交 通 費 0 1,038,400 34,240 1,004,160 

顧 問 料 0 352,000 0 352,000 

通 信 費 0 680,224 63,616 616,608 

支 払 保 険 料 0 206,400 0 206,400 

支 払 手 数 料 0 69,952 0 69,952 

新 聞 図 書 費 0 143,552 2,688 140,864 

研 修 費 0 153,568 0 153,568 

支 払 利 息 0 62,784 0 62,784 

合 計  368,193,345 368,193,345  

※ 勘定科目について必要があれば、新規に登録してください。ただし、使用する会計ソフトに基本登録され

ている勘定科目等で上記試算表に表示されている勘定科目と同一の内容を示す勘定科目があればその科目を

使用しても差し支えありません。 

※ 平成 27 年 2 月までの福利厚生費、交際費はすべて消費税の課税された取引です。 

※ 仮払金は、消費税等中間納税額 1,699,200 円 及び、法人税等の中間納税額 3,599,200 円である 
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【現金出納帳】（平成 27 年 3 月分） 
日付 摘   要 入金 出金 残高 

3/1 普通預金からの引出し 120,000   
3/2 大崎商事㈱ 部長 通夜香典  10,000  
 新宿郵便局 収入印紙購入  2,000  
3/6 社員甲 出張仮払い  20,000  
 島忠 コピー用紙購入(消耗品費)  1,026  
3/10 社員 甲 仮払い精算（精算書 1） 1,532   
3/13 社員乙 出産祝金  20,000  
 新宿郵便局 切手購入  2,160  
3/16 サンクス 社内用お茶購入(福利厚生費)  1,728  
 社員 甲 出張仮払い  40,000  
3/20 サンクス 会議用昼食代 (会議費)  1,620  
 東南ビル 貸会議室利用料  7,020  
 社員 甲 仮払金精算（精算書 2）  6,440  
3/25 TUTAYA ビジネス書購入  2,484  
 ローソン 来客用コーヒー代(会議費)  486  
3/28 島忠文房具購入(消耗品費)  972  
3/31 3 月分 交通費精算  14,688  
 普通預金へ預け入れ  20,000  
  3 月度 合計    
※ 切手については、毎期継続して購入時に課税仕入として処理している。 
 
[仮払金精算書１]  [仮払金精算書 2] 
氏名 社員 甲  氏名 社員 甲 
仮払日 3 月 6 日  仮払日 3 月 16 日 
精算日 3 月 10 日  精算日 3 月 20 日 
仮払金（A） 20,000 円  仮払金（A） 40,000 円 
内容  内容 
JR 東日本 新幹線  6,480 円  ANA 航空券 21,600 円 
東急ホテル 宿泊費 8,748 円  東横イン 宿泊費 11,340 円 
虎屋 得意先手土産 3,240 円  月の宴 得意先接待費 13,500 円 
支出合計（B） 18,468 円  支出合計（B） 46,440 円 
過不足金額（A‐B） 1,532 円  過不足金額（A‐B） △6,440 円 
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【当座預金照合表】（市ヶ谷銀行 本店 当座預金 №XXXXXX） 
日付 入金 出金 残高 摘要 
3/1  25,920  小切手№NB8258 
3/4  209,520  小切手№NB8259 
3/10  1,504,189  手形決済 
3/20 2,370,781 0  手形入金  

  109,863  小切手№NB8262 
  1,113,592  小切手№NB8261 

3/28  45,360  小切手№NB8263 
    3 月合計 

 
小切手帳控 
№ NB8258  № NB8259 
振出日 平成 27 年 2 月 28 日  振出日 平成 27 年 3 月 2 日 
金額 25,920 円  金額 209,520 円 
渡先 ㈱SS システム  渡先 ㈱共同広告社 
摘要 会計ソフト年間保守料 

(修繕費) 

 

 摘要 宣伝用ポスター製作費 
(広告宣伝費) 

     
№ NB8260  № NB8261 
振出日 平成 27 年 3 月 18 日  振出日 平成 27 年 3 月 20 日 
金額 274,644 円  金額 1,113,592 円 
渡先 ㈱SS システム  渡先 田町商事㈱ 
摘要 ホームページ製作費 

(広告宣伝費) 

 

 摘要 2 月分仕入代金 

     
 
№ NB8262  № NB8263 
振出日 平成 27 年 3 月 26 日  振出日 平成 27 年 3 月 28 日 
金額 109,863 円  金額 45,360 円 
渡先 はんこ屋一番  渡先 ㈱中野広告社 
摘要 名刺作成費 

(消耗品費) 

 

 摘要 折込広告作成費 
(広告宣伝費) 
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【普通預金出納帳】（平成 27 年 3 月）（市ヶ谷銀行 本店 普通預金 №XXXXXX） 
日付 摘要 入金 出金 残高 

3/1 現金引き出し  120,000  
3/5 ㈱SS システム 会計ソフト導入指導(研修費)※1  64,935  
 東京都水道局 2 月分水道代引落し  42,687  
3/10 預金利息※2 236   
 2 月分源泉所得税支払い  61,560  
 2 月分住民税支払い  58,560  
3/12 展示用装飾品 購入(広告宣伝費) ※1  66,663  
3/15 サンケイ 2 月分新聞購読料  5,940  
 NTT 東日本 2 月分電話料金  87,480  
 ㈱ぜいかい 3 月分雑誌購読料  2,268  
3/20 税理士顧問料 振込 ※3  39,524  
 興亜損保 4 月分 損害保険料 ※4  21,420  
 ㈱中野広告社 会社案内作成(広告宣伝費) ※1  49,464  
3/24 ㈱SS システム プリンタ修理(修繕費) ※1  5,670  
3/25 リース料引落し※5(賃借料)  15,066  
 借入金返済※6  62,265  
 王子物産㈱より 2 月分売上代金 入金 1,877,748   
 3 月分給与支払い※7  1,145,197  
3/26 ㈱SST セミナー参加費(研修費)※1  6,831  
3/31 預け入れ 20,000   
 駒込物産㈱より 2 月分売上代金 入金 2,117,111   
 東京ガス 3 月分ガス料金  11,880  
 東京電力 3 月分電気料金  66,960  
 OCN 3 月分プロバイダ料金  5,697  
 社会保険事務所 3 月分社会保険料  246,849  
     
  3 月度 合計    
※1 うち、324 円(税込)は振込手数料であり、支払手数料として処理する。 
※2 預金利息は 295 円であり、20%の源泉所得税を差し引かれ残金が入金されている。なお、

源泉税額は租税公課として処理してください。 
※3 当社は 板橋中央会計と顧問契約を結んでおり、毎月顧問報酬として、43,200 円（消費税

込）から、源泉所得税として 4,000 円を差し引いて支払っている。なお、振込手数料が 324 円

かかっている。 
※4 火災保険であり、積立保険料を含みません。 
※5 当社は新規にリース会社とリース契約を締結し、コピー複合機及びカラープリンタを利用

している。なお、当該リース物件はオペレーティングリースによるものである。 
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※6 銀行借入金（長期借入金及び一年以内返済予定長期借入金）はすべて市ケ谷銀行からの借

り入れであり、毎月 25 日に元金均等返済により返済している。なお、借入時に次のとおりの

返済予定表を受け取っている。 
借入金返済予定表 

返済日 元金 利息 合計 残高 
H27.1.25 57,600 5,011 62,611 1,612,800 
H27.2.25 57,600 4,838 10,538 1,555,200 
H27.3.25 57,600 4,665 62,265 1,497,600 
H27.4.25 57,600 4,492 62,092 1,440,000 
H27.5.25 57,600 4,320 61,920 1,382,400 
H27.6.25 57,600 4,147 61,747 1,324,800 

 
※7【給与データ(合計)】 
毎月 15 日に勤怠の締めを行い当月 25 日に支給している。支給額のうち通勤交通費は旅費交

通費として処理し、控除額については預り金勘定で補助科目ごとに計上する。源泉所得税と住

民税については、当月預り分を翌月 10 日に、社会保険料については当月預り分を当月末に納

付することとしている。雇用保険については、月次の社員負担分を預り金として計上するのみ

であり、翌月まで精算しない。 
〔3 月 15 日締め（集計期間 2/16-3/15）3/25 支払〕 
給与賃金 1,317,176 源泉所得税 61,560 

通勤交通費 72,576 住民税 58,560 

  社会保険料 123,424 

  雇用保険料 5,115 

  [控除額合計] [248,659] 
[総支給額] [1,389,752] [差引支給額] [1,141,093] 
※このほか、支払い時に振込手数料 4,104 円を負担している。 
 
【販売データ】 
当会社は、掛取引の商品販売に関して、毎月末を締日として請求書の発行及び売上げの確定処

理を行っている。 
(売掛金台帳) 
締日 販売先 金額(税込) 回収予定日 回収 支払方法 
12/31 目黒物産㈱ 1,498,452 1/20 済 手形 

 王子物産㈱ 2,400,260 1/25 済 振込 
 駒込物産㈱ 1,780,358 1/31 済 振込 

1/31 目黒物産㈱ 3,214,252 2/20 済 手形 
 王子物産㈱ 2,307,432 2/25 済 振込 
 駒込物産㈱ 2,073,945 2/29 済 振込 

2/28 目黒物産㈱ 2,501,626 3/20 済 手形 
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 王子物産㈱ 1,877,748 3/25 済 振込 
2/29 駒込物産㈱ 2,117,111 3/31 済 振込 
3/31 目黒物産㈱ 1,498,446 4/20   

 王子物産㈱ 2,016,090 4/25   
 駒込物産㈱ 2,768,229 4/30   

 
【仕入データ】 
当会社は、商品仕入れに関して、毎月末に買掛金として債務を確定させている。 
(買掛金台帳) 
締日 仕入先 金額(税込) 支払予定日 支払 支払方法 
12/31 大崎商事㈱ 1,206,800 1/10 済 手形振出 
12/31 田町商事㈱ 1,155,893 1/20 済 小切手振出 
1/31 大崎商事㈱ 1,831,403 2/10 済 手形振出 
1/31 田町商事㈱ 733,570 2/20 済 小切手振出 
2/28 大崎商事㈱ 1,911,929 3/10 済 手形振出 
2/28 田町商事㈱ 1,113,592 3/20 済 小切手振出 
3/31 大崎商事㈱ 1,728,216 4/10  手形振出 
3/31 田町商事㈱ 972,756 4/20  小切手振出 

 
【手形データ】 
（受取手形台帳） 
振出日 振出先 金額 手形期日 手形番号 種類 決済 
12/10 目黒物産㈱ 2,370,781 H27.3.20 AU26859 約束手形 済 
1/10 目黒物産㈱ 1,498,452 H27.4.20 AU26951 約束手形  
2/10 目黒物産㈱ 3,214,252 H27.5.20 AU27125 約束手形  
3/10 目黒物産㈱ 2,501,626 H27.6.20 AU27216 約束手形  

 
（支払手形台帳） 
振出日 振出先 金額 手形期日 手形番号 種類 決済 
12/10 大崎商事㈱ 1,504,189 H27.3.10 DC16582 約束手形 済 
1/10 大崎商事㈱ 1,206,800 H27.4.10 DC16583 約束手形  
2/10 大崎商事㈱ 1,831,403 H27.5.10 DC16584 約束手形  
3/10 大崎商事㈱ 1,911,929 H27.6.10 DC16585 約束手形  

 
 
【決算データ】 
決算仕訳については、特別に指示がある場合を除き会計ソフトの決算仕訳の入力方法に従い、

期中仕訳とは区分して入力すること。 
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〈貯蔵品〉 
期末において次の物が未使用として残っていることが判明したため、貯蔵品に振り替える。 
収入印紙 1,200 円分 
〈借入金振替〉 
翌会計期間に返済予定の金額を長期借入金から一年以内返済予定借入金に振り替える。 
〈売上原価計算〉 
売上原価は三分法により行う。なお、期末実地棚卸高は 361,400 円である。 
〈貸倒引当金見積高〉 
差額補充法により、貸倒引当金を見積もる。なお、貸倒引当金見積高は、期末貸金（売掛金

及び受取手形残高）の 10/1000 とする。 
〈減価償却費〉 
当社は、固定資産管理のため、次の様式の固定資産台帳を作成している。台帳に従い減価償

却を行う。なお、有形固定資産は間接法とし、無形固定資産は直接法とする。また、旧償却法

の適用有形固定資産については、償却可能限度額を 95%として償却を終了させたものであるが、

平成 19 年 4 月 1 日施行の減価償却制度の改正を考慮し、5 年で残存簿価を 1 円に達するまで、

均等償却することとしている。 
勘定科目 
資産名称 

事業供用日 
償却方法 

耐用年数 
償却率 

取得価格 
期首簿価 

残存価格 
償却可能額 

償却累計 
償却保証額 

償却費 
期末簿価 

建物 
本社ビル 

H7.4.21 
旧定額法 

50 年 
0.020 

26,001,280 
17,108,842 

2,600,128 
24,701,216 

8,892,437 468,022 

付属設備 
電気設備 

H7.4.21 
旧定率法 

15 年 
0.142 

2,353,555 
128,228 

235,355 
 

2,225,326 10,550 

付属設備 
給排水設備 

H7.4.21 
旧定率法 

15 年 
0.142 

1,812,102 
98,729 

181,209 
 

1,713,372 8,124 

付属設備 
空調設備 

H7.4.21 
旧定率法 

15 年 
0.142 

689,542 
37,569 

68,953 
 

641,972 3,092 

器具備品 
電話設備 

H15.1.26 
旧定率法 

6 年 
0.319 

457,094 
9,142 

45,708 
 

447,952 4,570 

器具備品 
サーバー 

H23.4.2 
定率法 

5 年 
0.500 

592,000 
74,000 

 
 

518,000 
36,993 

37,000 

器具備品 
パソコン 

H26.4.15 
定率法 

4 年 
0.500 

547,200 
 
 

68,394 273,600 

土地 
本社敷地 

H6.8.8 
非償却 

 42,518,080 
42,518,080 

  0 

ソフトウェア 
会計ソフト 

H27.1.20 
定額法 

5 年 
0.200 

319,360 
  15,968 

※表の不足部分は適宜算出してください。 
 
〈費用の見越し・繰延〉 
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消費税の取り扱いについて、課税取引であるものは繰延処理、見越処理ともに対象としている、

なお毎期継続してこの取り扱いをしている。 
① 損害保険料については、毎月翌月分を当月に支払っている。従って翌年度 4 月の費用の繰

延処理を行う。なお、金額は毎月定額である。 
② ㈱SS システムに対する会計ソフト年間保守料については、2 月に 2 月から翌年 1 月までを

まとめて支払っている。従って 4 月から翌年１月までの 10 ヵ月分の繰延処理を行う 
③ 新聞購読料については、毎月前月分を当月に支払処理を行っている。従って 3 月分の費用

の見越し処理を行う、なお金額は毎月定額である。 
④ 水道代金について、毎月前月分が当月に引き落とされている。従って 3 月分の費用の見越

処理を行う、なお 3 月分の水道利用料は、36,369 円（税込）である。 
⑤ 電話料金については、毎月前月分が当月に引き落とされている。従って 3 月分の費用の見

越し処理を行う。なお、3 月利用分については、91,422 円（税込）である。 
⑥ 給与・賃金については、3 月 16 日から 3 月 31 日の費用の見越し処理を総支給額で行う。

なお金額については、3 月 15 日締分（2 月 16 日から 3 月 15 日の 28 日分）の総支給額のうち、

給与及び通勤旅費の 16 日分とする。 
 
〈消費税の計上〉 
当期の確定年税額は、4,277,000 円であった。仮受消費税等、仮払消費税等を取り崩し、納

付税額を未払消費税等として計上する。なお差額については租税公課又は雑収入として計上す

る。また、消費税等中間納税額 1,699,200 円 であり、支払い時に仮払金として処理してある。 
 
〈法人税等の計上〉 
当期の確定法人税及び地方税は、10,283,300 円であった、法人税等の中間納税額 3,599,200

円であり、支払い時に仮払金として処理してある。 
 
  



12 

計算メモ 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 



13 

計算メモ 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 


